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兵庫県公債費負担適正化計画

Ⅰ これまでの行財政運営

１ 阪神・淡路大震災からの創造的復興（H7～）

平成７年１月 17 日に発生した阪神・淡路大震災は、少子・高齢社会下における、史上

初の大都市直下型の大震災であり、直接被害総額だけでも約 10 兆円に上った。

また、時代が成長から成熟へと転換する“終わりと始まりの結節点”に発生したこと

から、復興に当たっては、単に１月 17 日以前の状態を回復するだけではなく、21 世紀

の成熟社会にふさわしい創造的復興を目指した。

阪神・淡路震災復興計画（ひょうごフェニックス計画：H6～H16 年度）

【事業費】

○計画事業費：１７.０兆円

○実績事業費：１６.３兆円

（負担区分：国６.１兆円、県２.３兆円、市町２.９兆円、復興基金 0.35 兆円等）

創造的復興の取組みに当たっては、国に対し財政支援措置の拡充を求めるとともに、

県自らも、震災により県税収入が大幅に減少するなか、行政経費の見直し等の行政改革

の推進と基金の活用のほか、単年度起債制限比率 15％以内での起債の増額発行に踏み切

らざるを得なかった。

阪神・淡路大震災が及ぼした本県財政への影響

○復旧・復興対策のために発行した起債額：１.６兆円

（復興基金貸付金債０.６兆を含む）

○復旧・復興対策のために要した一般財源：０.３兆円

（収支不足を補うため、一般財源負担相当額の資金手当債を発行：０. ３兆円）

○震災関連として発行した起債額 計：１.９兆円（復興基金貸付金債０.６兆を含む）

○震災関連起債の発行に伴って生じた公債費：１.２兆円（H6～H22 年度）

○元利償還金完済のために今後必要となる公債費：０.９兆円
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２ 行財政構造改革の推進（H11～H20 年度）

社会経済構造が大きく変化するなかで、阪神・淡路大震災からの創造的復興を行いな

がら成熟社会へ対応するため、かつてのような右肩上がりの経済成長が期待できなくな

るなかでも、中長期にわたる健全な行財政運営を確保することを目的として、下記の通

り、組織、定員・給与、行政施策等の抜本的な見直しを行った。

(1) ひょうごフェニックス計画（H6～H16 年度）の中間年度に当たる平成 11 年度に「行財

政構造改革推進方策」（H11～H20 年度）を県議会特別委員会での議論を経て策定

(2) 「行財政構造改革推進方策」の中間年度に当たる平成 15 年度にも同様の手続きを経て

「行財政構造改革推進方策後期５か年の取組み」（H16～H20 年度）を策定

【「行財政構造改革推進方策」及び「後期５か年の取組」における主な取組内容】

区 分 内 容

組 織 ○本庁組織を９部体制から全国最少水準の６部体制に簡素化

○100 以上の地方機関を総合事務所化し、10 県民局に再編統合

定 員

見直し

効果額

880 億

○一般行政部門

平成 19 年４月までに 1,134 人を削減し、期間合計で 1,250 人を削減（△

13.3％）

○教育部門

教員は、法定数については児童・生徒数の増減等により、平成 19 年４月

までに 2,001 人の減となっているが、県単教員についても 164 人を削減（△

41.0％）

事務員・技術員については、退職不補充を徹底し、平成 19 年４月までに

178 人を削減（△23.8％）

○警察部門

警察官は法令による基準の増等により、平成 19 年４月までに 569 人の増

となっているが、事務部門については 131 人を削減（△13.6％）

区 分
H11.4.1

(a)

H20.4.1
(目標)
(b)

差

c=(b-a)

増減率

(c/a)

H20.4.1
(実績)
(d)

差

e=(d-a)

増減率

(e/a)

一 般 行 政 9,413 8,163 △1,250 △13.3 7,947 △1,466 △15.6

教 育 40,075 37,889 △2,186 △5.5 37,366 △2,709 △6.8

う ち 教 委 39,399 37,122 △2,227 △5.7 36,605 △2,734 △6.9

うち大学等 736 777 41 5.6 761 25 3.4

警 察 11,887 12,266 379 3.2 12,321 434 3.7

うち警察官 10,922 11,425 503 4.6 11,502 580 5.3

うち事務職員 965 841 △124 △12.8 819 △146 △15.1

給 与

見直し

効果額

1,020 億

［特別職］・給料の削減（△10％～△3％）、・期末手当の減額（△10％～△3％）

・退職手当の減額（△10％）

［一般職］・調整手当が国の基準と異なること等を踏まえ、定期昇給の 12

ヶ月延伸を実施（H13 年度～ ）

・管理職手当の減額（H12 年度～ △3％ ⇒ H16 年度～ △10％）

・給与構造改革（給料表平均△4.8％等）

・特殊勤務手当 45 手当の見直し（H18～H19 年度）

・勤勉手当への勤務実績の反映（H18 年度～ ）
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区 分 内 容

事務事業

見直し

効果額

3,000 億

○事業の必要性、有効性、公平性等の観点からすべての事業の評価を行い、

平成 19 年度までに、約 6,800 件の事業を整理合理化

〔受益と負担の適正化〕・老人医療費公費負担助成の所得制限及び一部負担

割合の見直し

・乳幼児医療費等公費負担助成の一部負担割合の見

直し

〔必要性からの見直し〕・私立学校経常費補助（私立高校分）の補助単価の

見直し

・自治振興助成事業の規模の見直し、対象事業の重

点化

・民間社会福祉施設職員処遇改善費の見直し

〔有効性･効率性からの見直し〕・国民体育大会 夏季・秋季大会の一本化

〔官民の役割分担〕 ・総合衛生学院及び厚生専門学院の再編統合

・県民住宅ﾛｰﾝ貸付金の見直し 等

投資事業

見直し

効果額

1,900 億

○投資事業費総額(各年度)の削減

補助事業：

H8～H11 年度平均 約 2,300 億円 → H12 年度～ 2,100 億円

→ H16 年度～ 1,700 億円

単独事業：

H8～H11 年度平均 約 1,900 億円 → H12 年度～ 1,800 億円

→ H16 年度～ 1,700 億円

○重点化・効率化（ローカルルールの設定、ＰＦＩ等）、「つくる」から「つ

かう」へ

○投資事業評価システムの導入

公的施設 ○23 施設を廃止又は市町・民間へ移譲等

主な廃止施設：仁川ハイツ、芦屋ユースホステル、豊岡労働会館、丹

波林間学校

主な移譲施設：西はりま青少年館、淡路ふれあい公園、丹波総合スポ

ーツセンター、東はりま水辺の里公園、淡路勤労セン

ター、健康センター

公 社 等 ○平成 10 年度以降、団体数を 14 団体、25％削減

主な廃止団体：(財)夢の架け橋記念事業協会、(財)関西中小企業総合

センター、(財)ひょうご地域福祉財団、ひょうごヒュ

ーマンケア(株)

○住宅供給公社など５団体で経営改善計画を策定

○土地開発公社、住宅供給公社が保有する先行取得用地の縮減

面積（ha） 金額（億円）

⑭末公社保有残高 3,032 3,070

⑲末公社保有残高 1,071 693

差 引 1,961 2,377

○公社保有土地について、将来の買戻価格の抑制を図るため、次の対策を

実施

・県保証付土地開発公社債を発行し、調達金利を引き下げ

（H15～H19 年度発行累計額:840 億円）

・公社調達資金に対する利子補給を実施

（H15～H19 年度利子補給累計見込額:約 70 億円）

○派遣職員数を 25％削減（H11～H19 年度）、財政支出(補助・委託)を 15％

削減（H11～H19 年度決算）

（注）見直し効果額は、期間合計（H11～H20 年度）の一般財源ベース
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（財政運営方針）

財政運営にあたっては、創造的復興を達成するため県債の活用を余儀なくされたが、財

政の健全性を確保するため、下記の方針のもと取り組み、これまで概ね目標を達成してき

ている。

○起債制限比率を健全財政の目安となる 15％台に堅持

○毎年度の公債費支出に影響がない範囲内での県債管理基金の活用

（起債制限比率（一般会計）の計画目標と実績） （単位：％）

年 度 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

目 標 11.3 12.5 13.6 14.7 14.2 14.8 15.1 15.0 15.1 15.3

実 績 11.3 11.9 12.6 13.1 13.6 14.1 13.8 12.3 11.7 －

（県債管理基金活用額の計画目標と実績） （単位：億円）

年 度 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 計

目 標 150 150 220 270 450 286 270 335 377 518 288 192 83 3,589

実 績 129 － － 239 416 246 283 392 406 410 403 － 465 3,389

（注）H7～H11 年度については、目標欄は当初予算時の活用予定額、実績欄は決算額を記載

３ 実質公債費比率への影響

平成 11 年度から平成 19 年度までの行財政構造改革は、公債費管理の指標として起債

制限比率を活用し、計画を上回る結果で推移してきた。しかし、阪神・淡路大震災から

の創造的復興を図るため等に県債管理基金を活用してきたため、減債基金のあるべき残

高に対する不足率を加味する実質公債費比率では、県債管理基金の不足（平成 22 年度

末：あるべき残高に対する不足額は約 2,780 億円）が大きく影響し、許可団体への移行

基準である 18％を超えている。

(1) 実質公債費比率の推移 （単位：％）

実質公債費比率（３か年平均）
区 分

H21 決算 H22 決算 H23 決算

実質公債費比率 20.7 21.0 19.5

震災影響除き 14.9 14.8 14.3

(2) H24 年度実質公債費比率 （単位：％）

実質公債費比率（３か年平均）
区 分

H21 決算 H22 決算 H23 決算

実質公債費比率 19.5 22.2 19.8 16.6

公債費 14.9 14.7 14.4 15.5

公債費に準ずる経費等 0.3 0.5 0.3 0.3
内

訳
減債基金積立不足に対する加算 4.3 7.0 5.1 0.8
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Ⅱ 今後の行財政運営

○新行財政構造改革推進方策の策定

平成 20 年度を最終年度として「行財政構造改革推進方策」を策定し改革を進めてきた

が、推進方策を上回る改革の加速を図るとともに、厳しさを増す行財政環境に対応する

ため、平成 30 年度までを見通した「新行財政構造改革推進方策」（以下、新行革プラン）

を平成 20 年 10 月に県議会の議決を経て策定し、持続可能な行財政基盤の確立及び元気

で安全安心な兵庫づくりに全力で取り組んでいる。

○第２次行財政構造改革推進方策の策定

新行革プランの策定から３年目にあたる平成 22 年度において、時代の変化への的確な

対応、県と市町の新たな関係の構築、効率的な県政運営の推進、受益と負担の適正化な

ど、10 の視点に基づき、組織、定員・給与、事務事業、投資事業など行財政全般にわた

る総点検を行い、第２次行財政構造改革推進方策（以下「第２次行革プラン」）を策定し

た。

また、国の中期財政フレーム期間中は、地方一般財源総額が固定されると見込まれる

厳しい財政状況を踏まえ、新たに中間目標を設定し、改革の着実な推進に努める。

１ 第２次行革プランにおける財政運営の基本方針

阪神・淡路大震災の影響により悪化を余儀なくされた財政構造を改善させるとともに、

平成 30 年度までの間、組織、定員・給与、行政施策、公営企業、公社等、行財政全般に

わたりゼロベースで見直しを行い、県民の要請に的確に対応できる持続可能な行財政構

造を確立する。

(1) 平成 30 年度までの目標

① 徹底した歳出・歳入改革を行うことにより、改革期間後半には歳出・歳入の均衡を

達成

② 各年度のプライマリーバランスを黒字化

③ 実質公債費比率を平成 30 年度には 18％水準に抑制

④ 県債残高を平成 30 年度末には平成 19 年度末残高の 80％水準に圧縮し、将来負担比

率（震災影響を除く）を平成 30 年度には平成 19 年度決算における全国平均（不交付

団体である東京・愛知を除く）の 250％水準にとどめる

⑤ 財源対策として活用する県債管理基金は、当該年度におけるルール積立額の概ね

1/3 以下に抑制

⑥ 実質公債費比率算定上の県債管理基金積立不足率を平成 30 年度には平成 19 年度の

2/3 水準に圧縮

⑦ 経常収支比率を平成 30 年度には 90％水準に抑制

⑧ 事務事業の廃止・縮小や組織の再編等により、一般行政部門の定員を平成 30 年度ま

でに概ね３割削減
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(2) 中間目標（国の中期財政フレーム期間）

① 各年度のプライマリーバランスを黒字化

② 実質公債費比率を平成 23～25 年度の間は 24％未満にとどめる

③ 県債残高を平成 25 年度末には平成 19 年度末の 95％水準に圧縮し、将来負担比率（震

災影響を除く）をピーク時においても 300％水準にとどめる

④ 財源対策として活用する県債管理基金は、当該年度におけるルール積立額の概ね

1/3 以下に抑制

⑤ 実質公債費比率算定上の県債管理基金積立不足率を 60％以下とする

⑥ 経常収支比率を平成 23～25 年度の間は 100％未満にとどめる

⑦ 事務事業の廃止・縮小や組織の再編等により、一般行政部門の定員を平成 23～25

年度の間は概ね１割削減

２ 改革による効果額

(1) 新行革プラン（平成 20～30 年度：一般財源ベース）

(2) 第２次行革プラン（平成 24～30 年度追加対策：一般財源ベース）

収支不足額 １１，９８０億円の解消

新規施策財源 ３００億円の確保

○歳入・歳出改革

人件費 2,700 億円

行政経費 3,470 億円

投資的経費 2,000 億円

歳入改革 590 億円

８，７６０億円（７１％）

○特別な財源対策

・行革推進債等 2,790 億円

行革推進債 2,400 億円

(震災関連県債残高圧縮額の 1/2 以内)

退職手当債 2,200 億円

公債費の増 ▲1,810 億円

・県債管理基金活用 730 億円

３，５２０億円（２９％））

○歳入・歳出改革（590 億円）

人件費 30 億円

行政経費 360 億円

投資的経費 160 億円

歳入改革 40 億円

○特別な財源対策（590 億円）

県債管理基金の活用

○要調整額（920 億円）

収支不足額 ２，１００億円の解消
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３ 第２次行革プランに基づく各分野の主な改革内容

(1) 組織

① 本庁

広範な政策課題に対応するため、本庁組織の５部体制を維持（平成 20 年度統合）

及び、局・課・係の統合再編

（参考）組織再編（本 庁）

H19 年度 H20 年度～（継続）

○部（６部）

県民政策部

企画管理部

健康生活部

産業労働部

農林水産部

県土整備部

○部（５部）

企画県民部

健康福祉部

産業労働部

農政環境部

県土整備部

② 地方機関

本局組織について簡素・合理化を図りつつ、地域の課題や特性に応じた組織体制

を構築

ア 県民局本局組織の再編（総務室・県民室の再編、県民局毎の課題や地域特性に対

応する参事や室・課の設置）

イ 事務所等の再編（土地改良事務所、生活科学センターの再編等）

［※圏域事務所への統合再編（平成 21 年度実施：事務所数 111→71（△40））等］

③ その他の組織

教育事務所の統合再編

（平成 21 年度～：10 事務所→６事務所（３教育振興室を設置））

(2) 人件費

定員や給与の見直しにより、人件費を抑制

① 定員

ア 一般行政部門等については、新たな行政課題に的確に対応しつつ、平成 20～22

年度の削減を踏まえ、事務事業・組織の徹底した見直し、民間委託の推進などによ

り、定員削減を着実に推進

イ 教職員、警察官、病院局の医療職員等については、法令等の配置基準に基づき適

正に配置

ウ 早期退職制度を実施し、高齢期における職員の働き方の多様な選択肢を確保
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・平成 30 年度までに概ね３割の削減を行う部門

・法令等の配置基準に基づき適正配置を行う部門

・H20～H23 年度における一般行政部門等の定数削減

定数：1,871 人（△17.3％）、現員：1,720 人（△16.3％）

② 給与

給料及び各種手当について、国及び他の地方公共団体の職員並びに県内民間事業

所の従事者の給与との均衡を図ることを基本として引き続き見直しを実施

・給料：全職員を対象に、役職に応じて△4.5％～△９％減額

（地域手当の２％引下げ含む）

【管理職】 【一般職員】

部長・局長級 ９％減額 主任専門員級 ５％減額

課長級 ８％減額 係長・主査・主任級 4.8％減額

副課長級 ６％減額 若手職員 4.5％減額

・期末・勤勉手当：役職に応じて△３％～△16％減額

・管理職手当 ：管理職全員△20％減額

区 分
前期

(H20～22 実績)

中期

(H23～25)

後期

(H26～30)

期間計

(H20～30)

一般行政部門 約△14％ △10％ △ 6％ △30％

県単独教職員 約△15％ △ 5％ △10％ △30％教育委員会

事務局職員 約△15％ △ 5％ △10％ △30％

教育部門

県立大学事務局職員 約△ 6％ △ 9％ 大学の今後のあり方に基づく適正配置

企業庁 約△15％ △ 5％ △10％ △30％公営企業

部門 病院局 医療職員以外の職員 約△12％ △ 8％ △10％ △30％

合 計 約△14％※ △ 9％ △ 7％ △30％

※現員 △13.4%

区 分
前期

(H20～22 実績)

中期

(H23～25)

後期

(H26～30)

期間計

(H20～30)

警察部門 事務職員(一般行政類似部門) 約△11％ △ 9％ △10％ △30％

教育委員会 教職員(法定) 法令基準に基づく適正配置
教育部門

県立大学 教員 大学の今後のあり方に基づく適正配置

警察官(法定) 法令基準に基づく適正配置
警察部門

県単独警察官 現行水準維持(政令定数化を国要望)

公営企業

部門
病院局

医療職員

（医師・看護師等）

法令、診療報酬制度等の配置基準を基本として、

業務量に応じた適正配置
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(3) 行政経費

① 事務事業

新行革プランに記載している改革に加え、さらなる改革を実施

ア 一般事業費

(ｱ) 平成 23 年度から平成 25 年度までの３年間に限り、毎年度 10％削減

(ｲ) このうち、毎年度４％相当額は、新規事業財源として活用

イ 事務費

(ｱ) 旅費や委託料等を、平成 23 年度は平成 22 年度当初予算額の 90％水準、平成

24 年度は平成 23 年度当初予算額の 95％水準に抑制

(ｲ) 超過勤務手当(一般行政部門)を、平成 23 年度は平成 22 年度当初予算額の90％水

準、平成 24 年度は平成 23 年度当初予算額の 95％水準に抑制

※ 平成 24 年度は教職員旅費を除くと、(ｱ)(ｲ)の計で平成 23 年度当初予算額の

90％水準

ウ 施設維持費の抑制

庁舎、公的施設等の維持管理経費を、平成 23 年度は平成 22 年度当初予算額の

概ね 90％水準、平成 24 年度も平成 23 年度当初予算額の概ね 90％水準に抑制

エ 政策的経費（主なもの）

（単位：百万円）

事業名 見直し内容

団体等への補助・委

託

・各種団体、市町、公社等への補助・委託等について、県の

事務費の削減に準じた見直し

私立学校経常費補助 ・引き続き、交付税措置に係る重複分を段階的に解消

・県の事務費削減に準じた補助額の見直し

重度障害者医療費助

成事業

乳幼児等医療費助成

事業

こども医療費助成事

業

・世帯構成員が相互に支え合うことを前提としている自立支

援医療制度の趣旨に沿って、同一世帯を合算する所得判定

単位へ是正

・こども医療費助成事業の対象医療の通院への拡大や児童虐

待防止対策の強化など、子育て施策を充実

都市公園維持管理事

業

・各公園、公園内施設の特性に応じた管理水準の適正化
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(4) 投資事業

① 事業費総額

ア 平成23年度決算の状況も踏まえ、地方の財源措置を保障する地方財政計画を基準

とした事業費総額を見直し

イ 平成 24 年度から平成 30 年度までの事業費は、本県の平成 2･3 年度の中間水準に

24 年度までの地方財政計画の伸びを反映させた水準

具体的には、地方財政計画を踏まえた事業費総額を算定したうえで、本県におけ

る国庫補助事業及び県単独事業の過去の平均シェアで按分し、それぞれの事業費

（通常事業費）を設定

ウ 各年度の事業費は、上記で算出した通常事業費に、台風災害関連等事業費、経済・

雇用対策及び東日本大震災を契機に創設された緊急防災・減災事業費など、臨時

的・追加的な事業費を加算して算定

投資事業量 （単位：億円）

H23当初 H24 H25 H26～30 H24～30計

1,695 1,635 1,635 1,635/年 11,445
137 125 78 0/年 203

経済・雇用対策 38 0 0 0/年 0
緊急防災・減災事業 0 95 0 0/年 95

1,870 1,855 1,713 1,635/年 11,743

通常事業費

区 分

災害関連等

事 業 費 総 額

国庫補助事業 （単位：億円）

H23当初 H24 H25 H26～30 H24～30計

1,100 1,060 1,060 1,060/年 7,420
100 87 56 0/年 143

緊急防災・減災事業 0 42 0 0/年 42
1,200 1,189 1,116 1,060/年 7,605

県単独事業 （単位：億円）

H23当初 H24 H25 H26～30 H24～30計

595 575 575 575/年 4,025
37 38 22 0/年 60

経済・雇用対策 38 0 0 0/年 0
緊急防災・減災事業 0 53 0 0/年 53

670 666 597 575/年 4,138

区 分

通常事業費

区 分

災害関連等

事 業 費 総 額

事 業 費 総 額

災害関連等

通常事業費

② 整備の基本的な考え方

台風災害の教訓等を踏まえ、県民の安全・安心を「まもる」分野に重きを置きつ

つ、計画的・効率的な施設の維持管理等に対応するため、「つくる」から「つかう」

のシフトを推進

③ 整備の進め方

社会基盤整備プログラム等に基づき、継続事業を優先するとともに、より一層の

選択と集中等により、整備分野を重点化
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(5) 公的施設

① 施設の廃止等

ア 廃止する施設

施設を取り巻く環境の変化等を踏まえ、県立施設として、その必要性が薄れた

９施設を廃止

イ 市町への移譲

廃止する施設のなかで、地元市町が希望するものは移譲を実施

（平成 23 年度末で廃止予定９施設のうち、7 施設が移譲・合意済）

② 運営の合理化・効率化

③ 指定管理者制度の推進

平成 23 年度末で 88 施設に導入

(6) 試験研究機関

事業者や消費者等のニーズに対応し、研究成果が地域産業の振興や県民の安全・安

心に直結した研究課題等に重点化を図るとともに、組織の機能再編や弾力的な研究体

制の整備、大学や他の研究機関等との広域連携をさらに進めるなど、限られた研究資

源のもと、より効率的・弾力的な運営を推進

(7) 公営企業

① 企業庁

ア 「総合経営計画（後期６カ年）」（平成 20～25 年度）に基づく改革を推進

イ 平成 30 年度末分譲進捗率約 90％を目指し、既開発団地の分譲を促進。企業ニー

ズ等を的確に把握しながら、分譲年次計画を見直すとともに分譲戦略を再構築

② 病院局

ア 「病院構造改革推進方策（改訂版）」「県立病院改革プラン」に基づき、毎年度の

実施計画を策定し、進捗状況の適切なフォローアップを行いつつ、病院構造改革を

一層推進

イ 平成 22 年度に病院事業全体での当期純損益を黒字化。平成 23 年度以降も黒字を

維持するとともに、医療機器の整備等の適切な投資を行い、より良質な医療を提供

ウ 厳しい経営状況や一般会計負担を踏まえ、県立病院の計画的な建替整備を実施

エ 総合リハビリテーションセンター病院を知事部局から移管

オ 附帯事業（看護専門学校事業、東洋医学研究事業）を見直し
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(8) 公社等

社会経済情勢の変化や公社等経営評価委員会からの提言等を踏まえ、公社等のあり

方の検証、担うべき行政サービスや事業の見直しなどさらなる改革を推進

① 社会経済情勢の変化等を踏まえた改革の推進

② 公益法人制度改革への対応

実施事業の公益性を明確にし、移行期限である平成 25 年 11 月までに公益社団・財

団法人への移行を推進（平成 23 年度移行：５法人）

③ 運営の合理化・効率化

・人的支援の見直し

区 分
前 期

（H20～H22 実績）

中 期

（H23～H25）

後 期

（H26～H30）
期 間 計

県派遣職員 約△27％ △ 8％ △15％ △50％

プロパー職員 約△ 2％ △ 3％ △ 5％ △10％

うち一般行政類似部門 約△17％ △ 8％ △ 5％ △30％

・県財政支出の見直し

区 分 H19 年度 H23 年度 H25 年度 H30 年度

県支出一般財源総額の推移 144 億円 95 億円 89 億円 86 億円

(9) 自主財源の確保

法人県民税超過課税(～H26.9.30 までに開始する事業年度分)、法人事業税超過課税

(～H28.3.11 までに開始する事業年度分)、県民みどり税(～H27 年度分)の適用期間の

延長

(10) 先行取得用地等

先行取得用地等については、長期的な視点も踏まえ、引き続き適切な利活用を検討

するが、現時点で直ちに利活用が見込めないことから、森林の持つ公益的機能に着目

し、環境林として県が計画的に取得し、適切に管理

４ 行財政構造改革の取組みの推進

(1) 推進方策の策定

(2) 毎年度のフォローアップ

ア 推進方策の実施状況の報告 イ 行財政構造改革審議会による審査

ウ 実施計画の策定の報告 エ 県民の意見の反映

(3) 推進方策の見直し等

ア 推進方策の総点検・見直し

イ 議会の意見

(4) 行財政構造改革の推進に関する条例の運用
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Ⅲ 実質公債費比率についての目標数値と見込み

本県の実質公債費比率の悪化は、減債基金積立不足に対する加算の影響が大きいことか

ら、急速に実質公債費比率を回復することは困難であるが、上記の通り、行財政全般につ

いて徹底的な見直しを行うことにより、平成 30 年度には 18％水準の達成を目標として財

政運営・公債費管理を実施

（今後の実質公債費比率の見込み） （単位：％）

年 度 H19 H20 H21 H22 H23

(※)

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

単年度 18.9 21.0 22.2 19.8 16.6 20.9 21.6 22.9 22.1 21.6 19.7 18.0

年 度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

3 か年平均 20.2 19.9 20.7 21.0 19.5 20.2 20.8 21.8 22.2 22.2 21.2 19.7

(※) 平成 23 年度から 26 年度までの借換債発行額の平準化を図るため、平成 23 年度の借

換債を増額し、元金の償還額が減少したこと等により、前年度比 3.2 ポイント減少

［借換債平準化対策（H23～H26 年度）］ （単位:億円）

区 分 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 計

対策前 1,328 2,010 2,990 5,080 11,410借
換
債 対策後 1,814 2,730 程度 3,430 程度 3,430 程度 11,410

基金残高 ＋486 ＋720 程度 ＋440 程度 △1,650程度 0

※1 平成 23 年度から 26 年度の借換率：現行どおり（78.5％）。

※2 23 年度～25 年度に借換債を追加発行することで増加する県債管理基金残高に

ついては、26 年度の償還に活用。

（今後の標準財政規模の見込み） （単位：億円）

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

標準財政規模 10,507 10,655 10,812 11,093 11,399 11,620 11,840

Ⅳ 平成 30 年度までの財政フレーム（一般財源ベース）

１ 試算の前提条件

(1) 歳入

① 県税等

平成 24 年度当初予算をもとに、平成 25 年度以降の本県経済成長率見込及び弾性

値(1.1)を乗じて算定

※経済成長率（名目）：平成 24 年 1 月の内閣府試算における経済成長率

H25：1.7%、H26：2.6%、H27：1.8%、H28：2.3%、

H29：1.6%、H30：1.7%
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② 地方交付税

ア 基準財政収入額

当初予算額をベースに毎年度の県税等の増収額の 75％を加算

イ 基準財政需要額

(ｱ) 公債費：毎年度の所要額を算定

(ｲ) 公債費以外

a 平成 24～26 年度(国の中期財政フレーム期間)

平成 24 年度当初予算と同額

b 平成 27 年度以降

平成 26 年度算定額に、人件費のベア及び社会保障関係経費の需要増額を反

映した伸び率(1.4％)を乗じて算定

(2) 歳出

① 人件費

ア 現員現給

平成 24 年度当初予算をベースに、歳出改革効果額を踏まえた上で試算

給与改定は平成 24～26 年度（国の中期財政フレーム期間中）では見込まず、

平成 27 年度以降は、経済成長率を勘案した率で算定

イ 退職手当

平成 24 年度当初予算時における今後の定年退職者等の見込数をもとに算定

② 公債費

既発行分は償還計画に基づき、新規発行分は今後の発行見込額から試算

発行利率：平成 24 年 1 月の内閣府試算における長期金利

※ 長期金利 H25：1.6%、H26：1.9%、H27：2.1%、H28：2.4%、

H29：2.4%、H30：2.6%

③ 行政経費

平成 24 年度当初予算をベースに、福祉関係経費などについて所要額を見込んで

試算

④ 投資的経費

ア 平成 2･3 年の平均事業費に、平成 24 年度までの地方財政計画の伸びを反映させた

水準

具体的には、地方財政計画を踏まえた事業費総額を算定したうえで、本県におけ

る国庫補助事業及び県単独事業の過去の平均シェアで按分し、それぞれの事業費（通

常事業費）を設定

イ これに、台風災害関連等事業費、経済・雇用対策及び東日本大震災を契機に創設

された緊急防災・減災事業費など、臨時的・追加的な事業費を加算
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0
2,
78
0
2,
06
0
1,
93
0
8,
62
0
1,
62
0
1,
65
0
1,
57
0
4,
84
0
1,
58
0
1,
60
0
1,
61
0
1,
59
0
6,
38
0
11
,2
20

3,
92
0
4,
09
0
5,
87
0
5,
98
0
5,
40
0
21
,3
40
5,
25
0
5,
33
0
5,
06
0
15
,6
40
4,
94
0
4,
86
0
4,
80
0
4,
76
0
19
,3
60
35
,0
00

1,
17
0
1,
04
0
1,
28
5
1,
02
0
1,
00
0
4,
34
5
90
0
80
0
76
0
2,
46
0
77
0
77
0
77
0
77
0
3,
08
0
5,
54
0

34
0
31
0
33
0
30
0
24
0
1,
18
0
20
0
24
0
26
0

70
0
25
0
25
0
25
0
25
0
1,
00
0
1,
70
0

Ａ
18
,9
50
19
,1
50
21
,1
35
20
,7
70
19
,8
10
80
,8
65
19
,2
40
19
,4
70
19
,2
70
57
,9
80
19
,4
50
19
,7
30
19
,9
10
20
,0
70
79
,1
60
13
7,
14
0

6,
34
0
6,
09
0
5,
78
0
5,
74
0
5,
68
0
23
,2
90
5,
60
0
5,
64
0
5,
56
0
16
,8
00
5,
55
0
5,
51
0
5,
51
0
5,
51
0
22
,0
80
38
,8
80

2,
42
0
2,
42
0
2,
56
0
2,
79
0
2,
85
0
10
,6
20
2,
89
0
2,
92
0
3,
04
0
8,
85
0
3,
04
0
3,
17
0
3,
22
0
3,
17
0
12
,6
00
21
,4
50

2,
07
0
1,
97
0
99
0
87
0
83
0
4,
66
0
82
0
84
0
89
0
2,
55
0
90
0
90
0
92
0
93
0
3,
65
0
6,
20
0

総
額

6,
86
0
7,
38
0
9,
83
0
9,
90
5
9,
25
0
36
,3
65
8,
85
0
9,
09
0
8,
83
0
26
,7
70
8,
77
0
8,
76
0
8,
74
0
8,
72
0
34
,9
90
61
,7
60

特
財
(3
,4
00
)
(3
,7
20
)
(5
,3
40
)
(5
,6
20
)
(5
,2
10
)
(1
9,
89
0)
(5
,0
40
)
(5
,1
30
)
(4
,8
70
)
(1
5,
04
0)
(4
,7
60
)
(4
,6
80
)
(4
,6
20
)
(4
,5
80
)
(1
8,
64
0)
(3
3,
68
0)

総
額

2,
54
0
2,
38
0
2,
83
0
2,
22
0
1,
97
0
9,
40
0
1,
86
0
1,
71
0
1,
64
0
5,
21
0
1,
64
0
1,
64
0
1,
64
0
1,
64
0
6,
56
0
11
,7
70

起
債
(1
,1
70
)
(1
,0
40
)
(1
,2
60
)
(1
,0
20
)
(1
,0
00
)
(4
,3
20
)
(9
00
)
(8
00
)
(7
60
)
(2
,4
60
)
(7
70
)
(7
70
)
(7
70
)
(7
70
)
(3
,0
80
)
(5
,5
40
)

金
額

1,
42
0
1,
31
0
1,
54
0
1,
29
0
1,
26
0
5,
40
0
1,
19
0
1,
12
0
1,
06
0
3,
37
0
1,
06
0
1,
06
0
1,
06
0
1,
06
0
4,
24
0
7,
61
0

起
債

(5
00
)
(4
70
)
(7
20
)
(6
00
)
(5
70
)
(2
,3
60
)
(5
30
)
(4
70
)
(4
50
)
(1
,4
50
)
(4
50
)
(4
50
)
(4
50
)
(4
50
)
(1
,8
00
)
(3
,2
50
)

金
額

1,
12
0
1,
07
0
1,
29
0
93
0
71
0
4,
00
0
67
0
60
0
58
0
(1
,8
50
)
58
0
58
0
58
0
58
0
2,
32
0
4,
17
0

起
債

(6
70
)
(5
70
)
(5
40
)
(4
20
)
(4
40
)
(1
,9
70
)
(3
70
)
(3
30
)
(3
20
)
(1
,0
20
)
(3
20
)
(3
20
)
(3
20
)
(3
20
)
(1
,2
80
)
(2
,3
00
)

0
0

0
0

0
0

0
30

30
60

30
30

30
30

12
0

18
0

Ｂ
20
,2
30
20
,2
40
21
,9
85
21
,5
25
20
,5
80
84
,3
30
20
,0
20
20
,2
30
19
,9
90
60
,2
40
19
,9
30
20
,0
10
20
,0
60
20
,0
00
80
,0
00
14
0,
24
0

Ｃ
△
1,
28
0
△
1,
10
5
△
85
0
△
75
5
△
77
0
△
3,
48
0
△
78
0
△
76
0
△
72
0
△
2,
26
0
△
48
0
△
28
0
△
15
0

70
△
84
0
△
3,
10
0

Ｄ
1,
28
0
1,
10
5
85
0
75
5
77
0
3,
48
0
78
0
76
0
72
0
2,
26
0
23
0

30
△
14
0
△
20
0
△
80
2,
18
0

E
37
0
43
0
30
0
25
0
25
0
1,
23
0
25
0
20
0
20
0

65
0
20
0

0
0

0
20
0

85
0

F
29
0
35
0
24
0
25
0
25
0
1,
09
0
20
0
20
0
20
0

60
0
28
0
28
0

90
0

65
0
1,
25
0

G
62
0
32
5
31
0
25
5
27
0
1,
16
0
33
0
36
0
32
0
1,
01
0
△
25
0
△
25
0
△
23
0
△
20
0
△
93
0

80

H
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
△
25
0
△
25
0
△
29
0
△
13
0
△
92
0
△
92
0

※
１
臨
時
財
政
対
策
債
、減
収
補
填
債
は
、交
付
税
等
欄
に
計
上

※
２
災
害
復
旧
事
業
は
除
く

※
３
5億
円
単
位
で
表
記
し
て
い
る
た
め
、合
計
が
一
致
し
な
い
こ
と
が
あ
る

※
４
平
成
19
年
度
の
Ｇ
欄
に
は
公
営
企
業
か
ら
の
借
入
12
0億
円
を
含
む

※
５
中
期
財
政
フ
レ
ー
ム
期
間
中
は
、地
方
一
般
財
源
総
額
が
H2
3同
水
準
と
さ
れ
て
お
り
、国
の
措
置
が
期
待
で
き
な
い
た
め
、財
源
対
策
を
先
取
り
し
て
い
る

※
６
社
会
保
障
・税
一
体
改
革
を
前
提
と
し
て
い
な
い

歳
入
・
歳
出
差
引
Ａ
－
Ｂ

財
源
対
策
額
Ｅ
＋
Ｆ
＋
Ｇ

退
職
手
当
債
の
発
行

行
革
推
進
債
の
発
行

県
債
管
理
基
金
の
活
用
（
追
加
積
立
）
等

要
調
整
額
Ｃ
＋
Ｄ

単
独

事
業

新
規
事
業

財
源

歳
出

計

県
税

交
付

金

行
政

経
費

投
資

的
経

費

補
助

事
業

区
分

国
庫

支
出

金

特
定

財
源

県
税

等

地
方
交
付

税
等

起
債

そ
の
他
の
一
般
財
源

歳
入

計

人
件

費

公
債

費


